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１．はじめに

　中国沿海部に集積してきた製造業が国内外に

移転しつつあるとの見方が浮上している。その

背景にあるのは２００４年以降の中国の労働力市場

の変化であり，「ルイスの転換点」を巡って盛ん

に議論が展開されている１。製造業の側に目を

向けてみると，広大な国土を持つ中国では国内

での産業移転の可能性が指摘されており，「国

内版雁行形態」と呼ばれているものの，その実

証研究は数が限られている。また周知のとおり

中国の沿海部には多数の産業集積が形成されて

おり，中西部への産業移転が既存の産業集積の

効果を含めてどのような要因によって生じてい

るのかは識別されていない。「世界の工場」中国

の形成は ASEAN やラテンアメリカ諸国の労

働集約的な産業の発展に影響を与えたことが明

らかになっており，中国沿海部に集中してきた

製造業の今後の動向は中国自身の経済成長の波

及と持続性のみならず，グローバルな製造業の

再編につながる重要な論点でもある２。そこで

本論文は２０００年代の中国で「国内版雁行形態」

が発生しているのかを産業集積の効果まで視野

に入れて実証的に検討する。

　現実に沿海部の産業・企業が国外を含めた他

地域へと移転する事例や，大幅な機械化を進め

る事例が報告され，安価で豊富な労働力を強み

としてきた「世界の工場」の時代が転機を迎え

ているとの認識が広がりつつある３。中国の最低

賃金は２００６年から２０１０年までに毎年平均１２．５％

上昇しており，更に政府は２０１１年から２０１５年に

かけて年平均１３％増を目標に掲げている４。中

国政府は労働集約的産業が支える雇用面の役割

に配慮しつつ，産業高度化を推進しているが，
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温州や東莞に見られる先駆的労働集約的産地の

苦境が度々報道され，また電子製品でその労働

集約的な組み立て加工を一手に担ってきた EMS

（Electronics Manufacturing Service）が急激に

中国の中西部への展開を進めている。「ルイス

の転換点」に関わる環境変化のもとで，産業の

側では如何なる変化が生じているのかを分析す

る必要が生じている。

　本稿の構成は以下の通りである。第二節では

関連議論を整理し，分散力と集積力をともに考

慮した分析が必要であることを述べる。第三節

では計量モデルとデータの詳細を述べ，第四節

で推計結果を述べる。第五節では推計結果に検

討を加え，他のデータや事例研究を踏まえて議

論を行う。第六節は結論として「国内版雁行形

態」がおおむね確認されるものの，より多様な

要因を踏まえた検討が必要となっていることを

確認し，「世界の工場」時代の展望と含意につい

て得られた示唆を述べる。

２．関連議論の整理

（１）国際競争力と産業立地の変化

　中国国内での産業立地の変化を検討する前に，

中国製品の国際競争力を貿易データから確認し

ておこう（表１）５。まず新興国・低所得国で，

特に労働集約的製品の輸出拡大が期待されてい

る国と地域について国際市場でのシェアを見る

と，中国は１９９５年の１５．２％から２０１０年の３４．４％

までシェアを上昇させてきたことがわかる。こ

の間，ラテンアメリカ，サブサハラアフリカの

シェアはほぼ横ばいであり，ASEAN，インド

がシェアを拡大したものの，シェア拡大の絶対

値は１５年間で１％に満たない。中国での急激な

労賃上昇が始まった２００５年以降，特に２００８年の

リーマンショック以降に，中国がなおもシェア

を拡大したことが確認される６。同期間の各国

・地域の輸出特化係数を見ても，労働集約的な

製品では中国が２００８～２０１０年まで，０．８という

───────────
５　国連統計における労働集約は SITC rev. 3 の
６１１－６１３，６３３－６３５，６４１，６４２，６５１－６５９，６６１－６６６，
８２１，８３１，８４１－８４６，８４８，８５１，８９４，以上の３４
製品を指す（統計上，本カテゴリーの正式名称

───────────
は「労働集約的及び資源依存的製品」であるが，
事実上，労働集約的製品と捉えることができる）。

６　リーマンショック後の中国のシェア拡大は 
Milberg and Winkler（２０１０）も指摘している。

表１　新興国・地域の労働集約的製品の世界シェアと貿易特化係数

２０１０２００９２００８２００７２００６２００５２０００１９９５
３４．４%３３．１%３１．４%３０．５%２９．１%２７．５%２０．４%１５．２%中国

世界

シェア

７．３%７．０%６．６%６．５%６．７%６．５%７．３%６．７%ASEAN

２．８%２．７%３．０%３．２%３．５%３．６%４．１%２．９%ラテンアメリカ
２．６%２．５%２．３%２．３%２．３%２．２%２．０%１．８%インド
０．６%０．６%０．６%０．６%０．６%０．７%０．７%０．８%サブサハラアフリカ
０．８１０．８１０．８１０．７９０．７７０．７４０．５８０．５２中国

輸出特

化係数

０．３００．３４０．３３０．３５０．３７０．３６０．３８０．３２ASEAN

－０．２１－０．１６－０．１３－０．０６－０．０１０．０４０．０１０．００ラテンアメリカ
０．５９０．５７０．５４０．６００．６００．５６０．７３０．７８インド
－０．５１－０．５１－０．５０－０．４５－０．４３－０．４２－０．２３－０．１８サブサハラアフリカ

（注）１）世界シェアは全世界の輸入額に占める当該国製品のシェア。輸出特化係数は（輸出－輸入）／（輸
出＋輸入）。

２）集計品目は革製品，コルク・べニヤ・木製品，紙製品，繊維製品，石灰・セメント等建築用品，
ガラス製品，陶器，家具，旅行用品，バッグ，アパレル製品，靴，幼児用品，玩具，スポーツ用
品である。

（出所）UNCTAD データベースより。
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非常に高い値を維持していることがわかる７。

中国は２０１０年まで労働集約的製品において依然

として極めて高い国際競争力を確保してきた。

　中国国内の産業立地は改革開放以来，２０００年

代前半まで東部地域に集中する傾向があったが

（Long and Zhang，２０１１），１９９０年代後半以降，

内陸地域の発展が重視されるようになり，中西

部地域の生産シェアが２０００年代半ばから徐々に

高まってきている（日置，２０１１）。具体的には，

中国社会科学院工業経済研究所（２０１２）の３３章

によれば，工業付加価値額の東部地域のシェア

は２００４年の６０．５％を頂点にその後減少しており，

２０１１年には５１．８％となった。一方，中西部の

シェアは高まりつつあり，中部地域のシェアは

２０００年の１６．９％から２０１１年には２１％，西部地域

（東北を除く）のシェアは同期間に１３．９％から

１８．３％へと高まった。範・李（２０１１）も規模以

上企業のミクロデータを基に２００４年以降に沿海

部の生産額シェアが低下し始めたことを示して

おり，まさに「民工荒」が珠江デルタで発生し

た２００４年が沿海部の工業生産シェアの一つの頂

点であったことが明らかにされている８。この

意味で２００４年は中国にとって労働市場と産業立

地の両面で重要な画期であった。

　特に元来東部への集中の程度が高かった労働

集約的な消費財製造業において，近年東部の生

産シェア低下が顕著であると指摘されており，

実際に労働集約的な７産業について東部が占め

る工業総生産額シェアを見てみると，２００９年時

点でも依然として高いシェアを保つものの，

２００５年からの４年間に４～１１％程度の減少を見

せている（表２の上から７産業）９。既に表１で

確認した通り，同時期に中国製品の国際シェア

は上昇しており，国際競争力の向上と中国国内

での立地再編が同時進行していたことがわかる。

　

（２）先行研究の整理

　東アジア諸国間での産業の国際移転について

は雁行形態論が有力な視座を提供してきた。そ

こでは後発国は，一定の政治的基盤と国際環境，

そして産業インフラを前提とすると，低賃金を

武器に労働集約的な産業における輸出競争力を

獲得しやすいため，先発国から後発国へとより

労働集約的な産業・製品から生産が移転してい

７　ただし，２０１１年の最新データでは中国のシェ
アは若干減少を見せており，中国のこれらの製
品における世界シェアがその頂点を越えた可能
性を示唆している。

８　ただし，どのデータ（総生産額，付加価値額，

───────────

表２　中国４地域別の労働集約的産業とエレクトロニクス産業の総生産額分布変化（％表示，２００５－２００９年）

東北西部中部東部

２００５～２００９
年増減

２００９年
２００５～２００９
年増減

２００９年
２００５～２００９
年増減

２００９年
２００５～２００９
年増減

２００９年

０．０３１．７０１．０７５．８０３．１９１２．２０－４．３８８０．２０紡織業
２．４４５．０００．９８１．９０３．７６９．２０－７．２８８３．８０アパレル・靴・帽子
－１．３７１．２０２．３４６．１０４．７９１１．６０－５．７６８１．１０皮革関連製品
３．１１１４．２０２．５８９．００５．４５２０．００－１１．２４５６．７０木材加工関連製品
３．１７９．１０３．４９７．１０４．９６１０．９０－１１．６２７２．９０家具
０．２６１．４００．４００．５０２．８３５．５０－３．５８９２．５０文具・教育・スポーツ用品
１．０９３．０００．７９４．００２．０８１１．８０－３．９６８１．２０工芸品その他

１．１６４．８０１．５８６．３０３．８５１２．００－６．５８７６．９０電気機械・器具
０．１７１．６０１．２２３．５０１．３３３．４０－２．７３９１．５０通信設備・PC・電子設備

（注）なお，２００５年の産業別資本労働比率は，紡織産業から上から順に，１７．５２万元，９．２１万元，８．５４万元，
１６．０６万元，１４．４９万元，９．２４万元，１０．８８万元，３０．１２万元，４１．０８万元である。

（出所）中国社会科学院工業経済研究所編（２０１１），pp. ３５０－３５１より作成。

雇用者数等）を，どう測るか（一部地域のシェ
ア，ジニ係数，タイル指数等）により評価が変
わる余地はある。

９　集計した地理区分は表３のとおりである。

───────────
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産業が，同時期に中西部では依然比較優位を持

つ場合，極論として，一定期間，中国が労働集

約的製品から資本集約的製品まで幅広い品目に

わたって高い輸出競争力を発揮する可能性が示

唆される（図１，図２）１３。

　「雁行形態」の用語とフレームを用いた実証

分析は主に中国人研究者の間で進展している。

主な研究として蔡・王・曲（２００９），張・梁

（２０１０），Ruan and Zhang（２０１０），中国社会科

学院工業経済研究所（２０１２）があり，幅広く共

有されつつある論点だと言える１４。例えば，蔡

・王・曲（２００９）は「大国雁行形態モデル」と

銘打ち，国内での産業移転の進展と可能性につ

いて，地域ごとの労働報酬と労働生産性の

ギャップに注目して分析を加えた。それによれ

ば先進地域である華南沿海部の優位性（単位報

酬と限界労働生産性の比で求められる）は低下

しつつあり，華北と中部の優位性の伸びが大き

いことが示された。類似した結果は張・梁

くことが図式化された１０。このフレームワーク

では，一国の経済発展は資本労働比率の上昇を

通して比較優位産業の段階的変化をもたらす。

国際貿易論の分野でも，一国の要素賦存比率に

より輸出競争力を持つ産業が決定されるという

ヘクシャーオリーンモデル（HO モデル）があ

り，雁行形態論と通底する視座を提供している１１。

　中国での「国内版雁行形態」については多く

の論者がその可能性を指摘し，また実証分析を

行ってきた。その可能性については邦文では関

（２００９），小島（２００９），中兼（２０１２），厳（２０１２），

馬（２０１２），大橋（２０１２）が言及している。例え

ば，中兼（２０１２，１４７－１４８ページ）は，中国国内

での要素賦存条件の差異により，同時期に１００

円ショップで販売される雑貨と資本集約的・技

術集約的な製品がともに競争力を持ち得ると指

摘している１２。中国沿海部で比較優位を失った

───────────
な罠（紛争，天然資源，内陸国，ガバナンス）
の存在，更に③中国によるアフリカへの政府資
金援助による依存効果を指摘している。

１３　標準的なモデルでは t＋２ 期には図１のアパ
レル産業は中国から他国へと移転し，図２の輸
出特化係数は下がり始めるはずである。大野・
桜井（１９９６，１９ページ），末廣（２０００，４５～５１ペー
ジ）等を参照。

１４　中国語で雁行形態論は「雁陣布局」，「雁陣形
態」，「雁陣模式」，「雁行模式」などと呼ばれて
いる。

図１　国内版雁行形態概念図

（出所）筆者作成。

図２　国内版雁行形態－輸出特化係数版

（出所）筆者作成。

───────────
１０　大野・桜井（１９９６），末廣（２０００），小島（２００３），
木村（２００９）参照。

１１　木村（２００９）参照。ただし，これらのフレー
ムワークについてはフラグメンテーションの進
展，生産ネットワークの伸長，中国の登場によ
る ASEAN をスキップした国際産業移転の発
生などの面で限界が指摘されている。

１２　なお，国外への移転については，例えば林毅
夫は Lin（２０１１）において，中国が労働集約的
産業での優位性を失いつつあるとして，今後サ
ブサハラアフリカ（SSA）に一億人の雇用が生
まれる可能性を指摘しているが，逆にコリアー
（２００８）は①アジアにおける企業と労働者の集
積の経済性の存在と，②アフリカにおける様々
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（２０１０）でも報告されるが，同論文では「想像

されるような大規模な国内中西部への産業移転

が進んでいるわけではない」と，その移転規

模については留保をつけている。その他にも 

Ruan and Zhang（２０１０）は紡織・アパレル業を

対象に，東部への産業集中のメカニズムが失わ

れたことを明らかにした。中国社会科学院工業

経済研究所（２０１２）の３３章では，鉱工業を①資

源採掘型，②労働集約型，③資本集約型，④技

術集約型の４つに類型化し，特に東部地域の労

働集約的産業が中西部へと移転しつつあり，

「国内版雁行形態」が進展していると述べてい

る１５。

（３）赤松，ルイス，マーシャルの交錯

　上記の研究が共通して示すのは，２００３～２００５

年を頂点として，沿海部への産業集中のメカニ

ズムが失われ，東部から中西部への産業の拡散

が始まった，というストーリーである。しかし

ここで考えるべき論点は，第一に比較優位に基

づく雁行形態論を中国国内に適用することの是

非と，第二に東部地域における産業集積の存在

をどう評価するかである。

　そもそも比較優位の理論は要素賦存の異なる

国間での理論であり，国際労働移動を想定して

いない。中国国内での産業発展がもっぱらルイ

スモデルに依拠して議論されてきたのは，ルイ

スモデルが一国内での労働移動を前提とし，現

代部門≒都市部（或いは東部地域）での集中的

な経済発展を描写してきたからであった。仮に

投入コスト要因のみから中国中西部が東部に比

して比較優位を持ち，産業が東部から移転する

と考えるならば，そもそもなぜ改革開放以来，

一貫して土地・労働コストが安価であった中西

部で産業発展が進展しなかったのか説明がつか

ない。従って地域間の比較優位構造の差異に加

えて，出稼ぎ労働力移動の環境変化，輸送コス

トの低下，中西部での工業化の進展とインフラ

の拡充といった基礎的な条件が成立して，初め

て「国内版雁行形態」が発生しえる。

　確かに関（２００９）や蔡・王・曲（２００９）が示

す「国内版雁行形態」論は魅力的ではあるが，

更に現在の中国の産業政策や東部地域おける産

業集積を視野に入れると，より複雑な議論が必

要とされている。例えば政策面では国務院の

「工業転型昇級規劃（２０１１－２０１５年）」では「工

業空間」について各地域の資源賦存や優位性を

基にしつつも，沿海部の産業を内陸へと産業移

転させることと産業集積の発展促進が並列して

提起されている１６。現実の中国では，ルイスモ

デルが想定する労働力移動による成長，雁行形

態論が想定する比較優位の変化による産業移転，

マーシャルが指摘した集積の経済性，そして政

策要因が交錯している。

　こうした問題意識から，以下では先行研究が

重視してきた比較優位のフレームワークと分析

結果を基礎に，①先行研究が産業移転の実証面

では注意を払ってこなかった産業集積の存在に

よる集積力を視野に入れ，②また先行研究が分

析を行ってこなかった地域産業のシェア変化の

要因に光を当てた分析を行う。中国沿海部にお

ける産業集積については既に数多くの研究蓄積

があるが，こうした産業集積が「ルイスの転換

点」に関わる環境変化とどのような関係にある

かは比較的新しい論点である。

３．モデルとデータ

（１）モデル

　以下では分散力と集積力を含めて，各地域の
───────────
１５　なお，馮・劉・蒋（２０１０）は極めて興味深い
分析だが，第一に時期区分上，最も沿海部に産
業が集中していた２００４年前後の変化を明確に捉
えられない点と，『中国工業経済統計年鑑』を用
いているために，労働集約的産業が事実上，紡
織アパレル産業しか含まれていないデータセッ
トで分析を加えている点に分析の限界がある。

───────────
１６　産業移転に直接関わる中央政府と省レベル
の政策は，沿海部では広東省が省内での産業移
転を，中西部では四川省が外部からの産業誘致
に関わる先駆的な政策を２００５年に打ち出し，
２０１０年以降には，中央レベルの政策が策定され
ている。
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産業がどのような要因で国内でのシェアを変

化させてきたのかを検討する。具体的には，

Hanson（１９９８），Gao（２００４）の方程式と変数選

定を参考に上記の式を推計する１７。

　ここで，  は地域（本稿では省レベル），  は

産業，  は年を指し，  は産出額を，  は賃

金を，  は労働者数を，  は固定資産額を，
  は資産総額を，  は企業数を，
  は利潤額を，  はかく乱項を指す。従っ

て，被説明変数は   省   産業の全国   産業に占

める産出額シェアが，  年から   年にかけてど

の程度変化したかを示し，産業内での相対的産

出増加率を意味する。ある地域のある産業が，

産出額で測られるシェアを拡大した場合，業界

平均よりも高い成長率を意味し，その要因を下

記の説明変数から探る。

　右辺説明変数の第二項と第三項は，国内での

産業の分散力を測る相対賃金比率と相対的資本

労働比率である。相対的賃金比率は，  年の 

  省   産業の賃金が，同年   産業の平均賃金よ

りも高い場合には１よりも大きくなり，近年の

賃金増による地域産業への影響から示唆される

ように，係数は特に東部地域で負が予想される。

相対的資本労働比率は   年における全国全産

業の資本労働比率に対する   省   産業の資本労

働比率を用いた１８。「国内版雁行形態」論は労働

集約的産業の産出額シェアが東部から中西部へ

と移転すると想定するため，この係数は東部で

は正，中西部では負が期待され，本分析が最も

注目する係数である。

　第四，第五，第六項は国内での産業の集積力

を測る雇用全国シェア，地域産業特化係数，地

域産業ハーフィンダール指数である。雇用全国

シェアは   年の   省   産業の雇用者数が，当

年の全国全産業に占めるシェアで，絶対的な規

模を測る指標である。これに対して地域産業特

化係数   年の   産業が，全国平均よりも   省

に相対的に集中しているかを産出額で測ってお

り，マーシャル型の特化型経済の効果を推定す

る。ハーフィンダール指数はジェイコブス型の

地域内の産業多様性の効果を推計する。

　第七，八，九項はそれぞれ相対的な企業レベ

ルの規模の経済，機械化の進展程度，利潤率を

指す。特に機械化は近年の中国では盛んに論じ

られている論点であり，一般に正の符号が期待

される１９。

（２）データと推計法

　本分析ではミシガン大学の China Data 

Centre が提供する各年の工業データを利用す

る。中国の鉱工業のデータは『中国工業経済統

計年鑑』に大分類業種の各省生産額・従業員数

等が記載されているが，労働集約的な産業は紡

織産業とアパレル産業のみしか継続的に掲載さ
───────────
１７　この他に Mano and Otsuka（２０００），Tomiura
（２００３）も参照した。

１８　分母を全国平均としたのは，全国レベルで見
た平均的資本労働比率からの差が当該地域産業
の成長のどのような影響を与えているかに注目
したいからである。分母を産業平均とした場合，
アパレル産業において相対的に資本労働比率の
高い省の値が，輸送機器産業において相対的に
資本労働比率の低い省の値よりも高くなり，よ
り「資本集約的」と評価されかねない。

───────────
１９　例えば『経済観察報』２０１２年５月２８日記事
「珠三角：機器正替代人工」参照。また中国進
出した日系のメーカーは，目下，国内市場の開
拓のほか，多能工・熟練工の確保育成や機械化
の促進によって昨今の環境変化に対応しようと
していることが報告されている（岸・内村，
２０１１）。
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れていない２０。本稿の課題にとって，典型的な

労働集約的産業である皮革関連製品製造業，木

材加工及び関連製品製造業，家具製造業，文化

教育スポーツ用品製造業，工芸品その他製造業

がデータから抜け落ちるのは深刻な問題である

ため，これらの産業分類についてもデータを提

供している上記データベースを活用する２１。

　分析対象は表３のとおりである。地域単位は

省レベルで，対象は２８産業，期間は２００４－２０１０

年である。鉱業，エネルギー関連産業は，「国内

版雁行形態」論が想定する企業・産業の移転に

ともなう地域別生産シェアの変化とは大きく異

なる性質を持つと考えられるために除外した。

分析対象の期間は，「民工荒」が観察され始め，

また既に確認した既存研究でも東部工業生産額

シェアが頂点を越えて，下がり始めた時期に当

たる。各変数の記述統計量は表４のとおりであ

る。相対的産出増加率を３つの地域レベルで見

ると，中部で最も高く，東部で最も低くなって

表３　分析対象

食品加工業（１３），食品製造業（１４），飲料製造業（１５），煙草製造業（１６），紡織業（１７），アパ
レル・靴・帽子製造業（１８），皮革・毛皮・羽毛製品製造業（１９），木材加工及び関連製品製
造業（２０），家具製造業（２１），製紙及び紙製品製造業（２２），印刷業（２３），文化・教育・スポー
ツ用品製造業（２４），化学原料及び製品製造業（２６），医薬品製造業（２７），化学繊維製造業
（２８），ゴム製品製造業（２９），プラスチック製品製造業（３０），非金属鉱物製品製造業（３１），鉄
鋼業（３２），非鉄金属加工業（３３），金属製品製造業（３４），一般機械製造業（３５），専用設備製
造業（３６），輸送機器製造業（３７），電気機械・器具製造業（３９），通信設備・PC・その他電子
設備製造業（４０），計器製造業（４１），工芸品及びその他製造業（４２)

産業
（２８産業）

東部：北京，天津，河北，山東，江蘇，上海，浙江，福建，広東，海南
中部：山西，河南，湖北，湖南，江西，安徽
西部及び東北：四川，重慶，甘粛，貴州，寧夏，青海，陝西，広西，雲南，新疆，
内蒙古，遼寧，吉林，黒竜江

地域
（３０省）

２００４年から２０１０年(１年のラグを取るためデータでは６年分）
時期
（６年）

（注）産業のカッコ内は業種番号。チベット自治区のデータは外れ値が多いため除外した。

図３　東部合計シェア変化と KL 比率

（注）縦軸は東部１０省合計   産業産出の対全国
シェアの毎年の変化率（２００４－２０１０年），横軸
は当該年   産業の資本労働比率の全産業平
均に対する比率。

図４　東部各省シェア変化と KL 比率

（注）縦軸は   省   産業産出の対全国シェアの毎年
の変化率（２００４－２０１０年），横軸は当該年   省 

  産業資本労働比率の全産業平均に対する比
率の対数値。

───────────
２０　例えば２０１１年版には大分類３９業種中２７業種の
省別データが掲載されている。

２１　同年鑑を用いる以外に，より多様な産業につ
いて省レベルの生産動向を把握するためには，
各省の統計年鑑から積み上げて算出することが
考えられる。しかし残念ながら，各省統計年鑑
が公表しているデータの項目がかみ合わないた
め，全国データを分解することができない。
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いる。逆に，相対的賃金比率，相対的資本労働

比率，対全国雇用シェアでは東部が最も値が高

い。

　分析に先立って，相対的産出増加率と相対的

資本労働比率の関係を図示しておこう。図３は，

縦軸に東部１０省合計の対全国生産額シェアの毎

年の変化率を，横軸に産業レベルの資本労働比

率をとったものである。ここから，東部という

セミマクロなレベルでは労働集約的産業ほど

シェアの低下が鮮明であることがわかる。一方，

図４は東部の各省・各産業レベルの産出増加率

と資本労働比率を見たものであるが，各省・各

産業レベルで見ると両変数の関係は鮮明ではな

いことがわかる。東部でも成長する労働集約的

産業もあれば，シェアを低下させるものもかな

り存在する。このため，中国国内の産業移転一

般を検討するうえでは，資本労働比率のみでは

なく，各省・各産業レベルで様々な要因を含め

た推計が必要となることが確認できる。

　分析ではまず全国レベルでの推計を行うこと

で産業成長の一般的な要因と傾向を計測し，次

に東部のみ，中部のみ，西部・東北のみの３地

表４　各変数の記述統計

東部全国
最小値最大値標準偏差平均最小値最大値標準偏差平均
０．３２６７．２３６０．２１１０．９６９０．０４７１０．９４４０．２９６１．０３２相対的産出増加率
０．３４８３．３３９０．３４５１．０９４０．２０３３．４４９０．３０３０．９４６相対的賃金比率
０．０５５２５．９６２１．６７０１．３１７０．０２４２５．９６２１．２０６１．１８７相対的資本労働比率

２．１E－０６０．０３８０．００４０．００３１．３E－０６０．０３８０．００３０．００１対全国雇用シェア
０．０２７６．８５５０．７７１１．０２５０．００４２２．７９９１．２０３１．０３７地域産業特化係数
０．０５４０．２０８０．０３９０．１０４０．０５４０．２５９０．０５００．１１４ハーフィンダール指数
０．１３７５．８４９０．２１２０．９９８０．０３７１１．００１０．４１４１．０４４相対的企業規模
０．１７５４．４４８０．３６８０．９２８０．０６７１９．６４３０．７７８１．１２０資本装備増加率
－０．９４４４．５７８０．５５５１．０１１－０．９４５８．２３００．７１３０．８６０相対的利潤率

西部・東北中部
最小値最大値標準偏差平均最小値最大値標準偏差平均
０．０４７１０．９４４０．３７７１．０５８０．４７８２．６０８０．１８１１．０８１相対的産出増加率
０．２０３３．４４９０．２６００．８８７０．４０９１．７９９０．２０７０．８２７相対的賃金比率
０．０２４９．３９８０．８７７１．１５２０．１０９９．０１２０．８１５１．０４７相対的資本労働比率

１．３E－０６０．００６０．００１４．８E－０４３．５E－０６０．００７０．００１０．００１対全国雇用シェア
０．００５２２．７９９１．５８１１．０７００．００４５．７３６０．７７６０．９８４地域産業特化係数
０．０６２０．２５９０．０５１０．１２７０．０６３０．２５４０．０５９０．１０３ハーフィンダール指数
０．０３７１１．００１０．５３７１．０７３０．１５９６．８６８０．３５３１．０５９相対的企業規模
０．０６７１９．６４３１．０３６１．２６４０．０７３４．９９３０．５２６１．１３１資本装備増加率
－０．９４５７．２９７０．６５７０．６４９－０．８８２８．２３００．９１３１．０５９相対的利潤率

西部・東北中部東部全国
標準偏差平均標準偏差平均標準偏差平均標準偏差平均
０．２５００．０２３０．１６１０．０６４０．１５４－０．０４４０．２０８０．００８ln（相対的産出増加率）
０．２８３－０．１６００．２４３－０．２１９０．２８５０．０４７０．２９７－０．１０１ln（相対的賃金比率）
０．７１９－０．１０２０．６９１－０．１９１０．７８８－０．０７３０．７３９－０．１１１ln（相対的資本労働比率）
１．４４４－８．４９１１．１８６－７．５８２１．６２３－６．９４２１．６１５－７．７６７ln（対全国雇用シェア）
１．１８９－０．５４１０．８７２－０．３２５０．７７９－０．２３５１．００９－０．３９０ln（地域産業特化係数）
０．３８２－２．１３７０．４３３－２．３８９０．３７８－２．３３００．４０７－２．２５６ln（ハーフィンダール指数）
０．３２６０．０１２０．２５２０．０２３０．１８２－０．０１８０．２６９０．００４ln（相対的企業規模）
０．５５８０．０６００．４０２０．０３９０．３７６－０．１４５０．４８０－０．０１５ln（資本装備増加率）
０．４２１０．４２５０．３９２０．６４５０．３０３０．６５８０．３９５０．５５１ln（相対的利潤率）
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５９

域について推計を行うことで，産業の分散量と

集積力の影響が地域間でどのように異なるのか

分析する。推計の際，分析期間である２００４年か

ら２０１０年にかけて，推計されるパラメーターに

構造変化が起きているか Chow テストを行っ

たところ，t＝２００８年とした場合にはすべての

係数が一定であるという帰無仮説が有意水準

１％で棄却され，また他の年（２００６～２００９年）

を画期とするよりも強く支持された。そこでそ

れぞれの分析の際には，２００５年から２００７年（前

期）と，２００８年から２０１０年（後期）の２つの時

期についての期間別推計も実施した。中国にお

ける「民工荒」や労賃上昇は，前期よりも後期

にかけて深刻化していたと考えられるため，特

に東部の推計では賃金や資本労働比率の係数は

後期でより明確に表れることが想定される。

　推計の際，  省   産業の固定効果をコント

ロールする固定効果モデルをパネル推計した場

合には，当該地域産業の資本労働比率や地域産

業特化係数の推計に影響が大きい。一方で，

Breusch-Pagan-Godfrey テストの結果，説明変

数と誤差項との間の均一分散の帰無仮説が棄却

された。そこで実行可能な一般化最小２乗法

（FGLS）に年ダミーを導入し，不均一分散に対

応しつつ各年の固有効果をコントロールした推

計を行う２２。

　推計の焦点を改めて述べれば，２００４年から

２０１０年にかけて，東部から中西部への労働集約

的産業の相対的な移転が発生しているのであれ

ば，東部では労働集約的な産業の成長率は業界

平均よりも低く，中西部では業界平均よりも高

くなるはずである。つまり東部の相対的資本労

働比率の係数は正で有意に，中部・西部では負

で有意になることが期待される。

４．分析結果

（１）全国の推計

　表５は全国を対象に通期（ｔ＝２００５～２０１０年），

前期（t＝２００５～２００７年），後期（t＝２００８～２０１０

年）の３期間について推計を行った結果である。

全国推計に際しては広域地域ダミー（東部，中

部，西部）を含めた推計（［２］，［４］，［６］）を

行っており，合計６モデルの結果が示されてい

る。

　まず分散力を指す相対的賃金比率を見ると，

一般に負の効果が確認され，２０００年代に相対的

な高賃金が地域産業の成長に負の効果をもたら

したことが確認できる。一方で，相対的資本労

働比率は前期と後期で符号が異なり，また有意

な結果も限られている。これは後で確認するよ

うに地域間で資本労働比率が果たす効果が異な

るために生じている。

　次に，集積力の影響を見ると，雇用全国シェ

アの効果は，広域地域ダミーを導入する前には

通期で負，前期は正，後期は負となり，広域ダ

ミー導入後にはすべて正となっている。これは

産業が規模的にも集中している東部地域の効果

を測る東部ダミーが，この時期の東部全体とし

ての低成長の効果を吸収した結果，雇用全国

シェアのパラメーターが負から正へと変化して

いると考えられる。つまり，２００４年から２０１０年

にかけて，東部地域の産業の成長率は一般に全

国平均よりも低くなる傾向があり，この効果を

コントロールしたうえでの絶対的な規模から

測った産業集積は地域産業の成長に正の効果を

持っていた。一方，地域産業特化係数とハー

フィンダール指数の係数はともに一般に負とな

り，  省が   年の時点で特定産業に特化して

いるほど，当該産業の成長率が低くなる傾向が

示されている。つまり絶対的な規模は産業成長

に有益だが，特化は成長を阻害するという傾向

が確認できる。

　その他の資本装備増加率，企業規模，利潤率

については，それぞれ符号は正，負，正となっ

ており，この傾向は一貫している。より機械化

───────────
２２　FGLS の分散構造推計は表４に示した８つの
説明変数を用いて線形で行った。この結果，不
均一分散の程度は緩和され，OLS 推計に比べて
小さい分散で計測ができた。
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を進めた地域産業や，より利潤率の高い地域産

業が高成長を遂げることは同時期の中国の状況

及び理論的示唆と整合的である。

（２）地域別の推計

　次に本稿の関心である東部，中部，西部・東

北地域の推計結果の差異について見る（表６）

とりわけ興味深いのは，相対的資本労働比率の

効果が，［１］～［３］の東部では正であるのに対し

て，［４～６］の中部では係数は負で有意となって

いる点である。この結果は，東部地域ではより

資本集約的な産業が，中部地域ではより労働集

約的な産業が高成長する傾向があったことを示

している。例えば［４］によれば，中部地域では

相対的資本労働比率が標準偏差１単位分

（０．６９１）減少すると，産業の相対的産出成長率

は１．６５％高くなることを意味する。西部・東北

地域では資本労働比率の変化による産出への影

響は統計的に有意な水準では計測されない（［７

－９］）。相対的賃金比率の効果を見ると，特に東

部では一貫して負で統計的に有意な効果が観察

され，なおかつその係数は他の地域よりも大き

く，後期にはより大きくなっている。

　産業集積に関する係数を見てみると，絶対的

な規模を測る雇用全国シェアの係数は正となる

一方で，地域産業特化係数は一般に負となり，

特に中部と西部・東北では係数が大きく，なお

かつ有意な結果となった。一方，ハーフィン

ダール指数の結果は，東部と中部では負で有意

となっている。この結果からすると，当該期間

には絶対的な規模の大きな集積が成長する傾向

が見られたものの，その効果は前期から後期に

かけて減少しており，産業構成として特定産業

への特化が進んだ地域では成長が鈍化したこと

表５　全国の推計結果
［６］［５］［４］［３］［２］［１］

全国後期全国前期全国通期
－０．０１６５－０．０６５３－０．０８５４－０．１３３９－０．０４５５－０．１００３

ln（相対的賃金比率）
[０．０１１０][０．０１１３]＊＊＊[０．０１１３]＊＊＊[０．０１０５]＊＊＊[０．００７９]＊＊＊[０．００７７]＊＊＊

－０．０１１２－０．００５１０．００２１０．００６－０．００５９－０．０００１
ln（相対的資本労働比率）

[０．００４０]＊＊＊[０．００４３][０．００３８][０．００４０][０．００２８]＊＊[０．００２９]
０．００９３－０．００８７０．０１７９０．００５３０．０１３－０．００２９

ln（雇用全国シェア）
[０．００２７]＊＊＊[０．００２４]＊＊＊[０．００２６]＊＊＊[０．００２３]＊＊[０．００１９]＊＊＊[０．００１７]＊

－０．０２６６－０．０１７２－０．０１４－０．００３１－０．０２０２－０．０１
ln（地域産業特化係数）

[０．００４３]＊＊＊[０．００４４]＊＊＊[０．００４３]＊＊＊[０．００４３][０．００３１]＊＊＊[０．００３１]＊＊＊

－０．００７５－０．０１９９－０．０２８４－０．０３１８－０．０１７７－０．０２７５
ln（ハーフィンダール指数）

[０．００８０][０．００８３]＊＊[０．００７４]＊＊＊[０．００７５]＊＊＊[０．００５５]＊＊＊[０．００５５]＊＊＊

０．０７３３０．０８２４０．１５１４０．１５１５０．０９８７０．１１０８ln（資本装備増加率）
[０．０１３４]＊＊＊[０．０１４３]＊＊＊[０．０１５５]＊＊＊[０．０１６１]＊＊＊[０．０１０３]＊＊＊[０．０１０８]＊＊＊

－０．０３８３－０．０１２－０．０３３２－０．０２０５－０．０３５７－０．０１２１
ln（相対的企業規模）

[０．００７７]＊＊＊[０．００７７][０．００７５]＊＊＊[０．００７３]＊＊＊[０．００５４]＊＊＊[０．００５３]＊＊

０．０５０．０５３８０．０５３７０．０３５７０．０５８９０．０４７８
ln（相対的利潤率）

[０．００９８]＊＊＊[０．０１０１]＊＊＊[０．００９１]＊＊＊[０．００９０]＊＊＊[０．００６５]＊＊＊[０．００６７]＊＊＊

－０．０９９２－０．０６８９－０．０８６４
東部ダミー

[０．０１０５]＊＊＊[０．０１２４]＊＊＊[０．００７９]＊＊＊

０．０１３６０．００８０．０１０９
中部ダミー

[０．０１１０][０．０１２６][０．００８１]
０．００４９－０．００１０．００１４

西部ダミー
[０．０１１２][０．０１２４][０．００８１]

YesYesYesYesYesYes年ダミー
０．０６３３－０．１３４６０．０４１３－０．０７８１０．０３８１－０．１３０１

定数項
[０．０３１５]＊＊[０．０２９５]＊＊＊[０．０２９６][０．０２６４]＊＊＊[０．０２１８]＊[０．０１９９]＊＊＊

０．１８１３０．０７９６０．１７１１０．１３２２０．１６４０．０９５２調整済み決定係数
２３５３２３５３２３４２２３４２４６９５４６９５観測数

（注）＊はp＜０．１，＊＊はp＜０．０５，＊＊＊はp＜０．０１を指し，括弧内は標準誤差を示している。全国の回帰での
地域ダミーのうち，西部は東北三省を除外してある。
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が示された。なお，省レベルのダミー変数を導

入して地域固有の効果をコントロールした推計

も行ったが，おおむね上記の結果を否定する変

化は見られなかった（補表参照）。

（３）小括

　以上より，東部における資本集約的産業の成

長と中部における労働集約的産業の成長が示さ

れることから，「国内版雁行形態」の傾向が観察

されるが，西部・東北地域ではこうした想定通

りには産業成長は進んでいないことがわかった。

東部では賃金上昇による負の効果が２０００年代末

に大きくなった一方で，中部地域では相対的に

労働集約的な産業の発展が加速したことが確認

できる。東部の雇用全国シェアの係数が前期か

ら後期にかけてより小さくなる傾向も観察され，

産業集積が持つ地域産業の成長への効果も一部

観察されるものの，その効果は後期に鈍化した。

５．議論

（１）「国内版雁行形態」論の評価

　以上の結果から，２００４年から２０１０年に時期に

かけての中国国内では，「国内版雁行形態」の特

徴である産業の分散力が働いていることが広範

に確認され，同時に絶対的な規模で測った産業

集積の成長効果も一部計測され，またその他の

利潤率や資本装備増加率も，製造業の生産シェ

ア変化を考えるうえで重要な要因であることが

わかった。

　分散力については，特に東部地域の各産業は

２００８－２０１０年にかけて賃金上昇による負の影響

を受けており，相対的に資本集約的な産業の発

展が速いことも示された。一方で，とりわけ中

部地域では，相対的に労働集約的な産業の成

長が高く，これは蔡・王・曲（２００９），張・梁

（２０１０）らが報告する中部の相対的な効率性が

向上しているという結果と合致している２３。し

かしながら西部・東北地域ではむしろ資本集約

的な産業の成長も示唆された。東部が賃金上昇

に伴って労働集約的な産業の比較優位を失い，

中部地域が比較優位を発揮しつつあるといえる

２３　近年中国国の経済成長率における「西高東
低」が指摘されているが，本分析の結果も資本
労働比率の観点からこの点を補強するものの，
高成長の要因は政府主導の固定資産投資を含め
て検討を加える必要があるだろう。

───────────

表６　地域別推計
[９][８][７][６][５][４][３][２][１]

西部・東北通期中部東部

後期前期通期後期前期通期後期前期通期

０．００２６－０．０３２４－０．０２１４０．０４３６－０．１０４４－０．０１６８－０．０９３７－０．０９０３－０．０８８６
ln（相対的賃金比率）

[０．０２１４][０．０２４４][０．０１６３][０．０２０８]＊＊[０．０２５４]＊＊＊[０．０１６７][０．０１６２]＊＊＊[０．０１４０]＊＊＊[０．０１０４]＊＊＊

０．００５４－０．００２０．０００９－０．０３５９－０．０１３６－０．０２３９０．００１４０．０１１７０．００７３
ln（相対的資本労働比率）

[０．００９０][０．００９８][０．００６７][０．００８５]＊＊＊[０．００８８][０．００６３]＊＊＊[０．００５２][０．００４６]＊＊[０．００３５]＊＊

０．０１３８０．０２９５０．０２０６０．００５４０.００２３０．００１３０．００８１０．０１７５０．０１３４
ln（雇用全国シェア）

[０．００４８]＊＊＊[０．００５１]＊＊＊[０．００３５]＊＊＊[０．００５９][０．００６１][０．００４５][０．００３３]＊＊[０．００３１]＊＊＊[０．００２４]＊＊＊

－０．０３９２－０．０２０２－０．０３０１－０．０３１５０．００６－０．０１５１－０．００９９－０．００９５－０．０１０７
ln（地域産業特化係数）

[０．００７１]＊＊＊[０．００７８]＊＊＊[０．００５３]＊＊＊[０．００９５]＊＊＊[０．００９７][０．００７１]＊＊[０．００６７][０．００６３][０．００４７]＊＊

０．００８８０．００８３０．００７２－０．０３３９－０．０７１３－０．０６５５０．００１６－０．０３３４－０．０１６９
ln（ハーフィンダール指数）

[０．０１３７][０．０１４１][０．００９９][０．０２０８][０．０１６０]＊＊＊[０．０１３０]＊＊＊[０．０１０６][０．００９５]＊＊＊[０．００７２]＊＊

０．１１７１０．１３９１０．１２４６０．０５０９０．１００５０．０７４６－０．０５９０．１９３０．０５２４
ln（資本装備増加率）

[０．０２０９]＊＊＊[０．０２１３]＊＊＊[０．０１５２]＊＊＊[０．０２０３]＊＊[０．０３１５]＊＊＊[０．０１７６]＊＊＊[０．０２８１]＊＊[０．０２９１]＊＊＊[０．０２０４]＊＊

－０．０５２－０．０６３２－０．０５４１－０．０８３３－０．０６０６－０．０６０４０．０００２０．００５６０．００４８
ln（相対的企業規模）

[０．０１１６]＊＊＊[０．０１２５]＊＊＊[０．００８６]＊＊＊[０．０１６６]＊＊＊[０．０１７２]＊＊＊[０．０１２５]＊＊＊[０．０１２３][０．０１０９][０．００８３]

０．０５４５０．０４０２０．０５２１－０．０２９９０．０４１０．００２３０．１０９６０．０３０８０．０６６６
ln（相対的利潤率）

[０．０１８４]＊＊＊[０．０１５３]＊＊＊[０．０１１４]＊＊＊[０．０１５９]＊[０．０１７３]＊＊[０．０１２５][０．０１６８]＊＊＊[０．０１４３]＊＊[０．０１１２]＊＊＊

YesYesYesYesYesYesYesYesYes年ダミー

０．１４０１０．２１１２０．１３５１０．０３６６－０．１５２１－０．１０１５－０．０５４５－０．０１６２－０．０３０６
定数項

[０．０５６１]＊＊[０．０５７１]＊＊＊[０．０４１０]＊＊＊[０．０７２０][０．０６３６]＊＊[０．０５０５]＊＊[０．０３９０][０．０３３６][０．０２６４]

０．１０５９０．１０９７０．１１１８０．２３６１０．１９６０．１８９０．１０１７０．２０２１０．１１９９調整済み決定係数

１０５４１０４０２０９４４９１４９２９８３８０８８１０１６１８観測数

（注）表５に同じ。
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が，これらの説明変数の説明力は決して支配的

ではなく，更に分析を深めるためにはそれぞれ

の産業の利潤率や地域が持つ要因を検討に入れ

なければならない。

　ここで注意が必要なのは，「国内版雁行形態」

の趨勢が係数から確認されたものの，既に第二

節で確認したように，シェア変化の絶対的な規

模は依然として限定的であり，またその傾向は

あくまでも平均的なものに過ぎない点である。

推計の結果から中部では相対的に労働集約的な

産業の成長が速いことが確認されるが，労働集

約的産業ばかりが成長しているわけではない。

李編（２０１２）によれば，中部地域の地方政府が

最も力を入れて振興しているのは労働集約的産

業ではなく技術集約度の高い産業であり，例え

ば江西省で最も受け入れが急増しているのはリ

チウム電池，LED 製造，電子機器，銅加工業な

どである（第五章参照）。国家発展改革委員会の

「関於中西部地区承接産業移転的指導意見」で

も労働集約的産業は具体的言及があった７産業

のうちの１つに過ぎず，中部地域のそれぞれが

もつ産業基盤を生かすことが意図されており，

例えば湖南省の場合には鉄鋼や重機械産業の発

展が期待されている。

　また，西部・東北地域は相対的に資本装備率

の高い重工業を中心にした地域が少なくない。

特に東北地域では歴史的に国有重工業が発展し

てきており，西部地域の場合には労働集約的な

産業の発展を可能とする基礎が弱いため，シン

プルな「国内版雁行形態」の想定とは食い違う

現象が生じていると見ることができる。従って，

「国内版雁行形態」は傾向としては確認される

が，中国の産業移転全体を説明するロジックと

して過大評価すべきではなく，推計結果からも

示されるように他の変数も視野に入れるべきで

あろう。

（２）産業集積の評価

　次に，産業集積の効果について検討すると，

第一に，全国レベルでの推計結果の東部ダミー

が示しているように，東部地域に集中してきた

産業が２００４年以降，分散傾向を示していること

が確認されている。これは第二節の既存研究の

結果を補完するものである。ただし，第二に，

既存の産業集積が一般に成長効果を持っていな

いとは言いきれないことも示唆された。推計結

果からすると，絶対的な規模の大きな産業集積

での成長は観察されたものの，相対的な産業構

成から見た地域産業の特化は地域産業の成長に

負の効果をもたらす。これは，省内の産業構成

はより多様な状況下で，ある産業の規模が大き

い場合には成長率が高まることを示している。

このような地域は全国レベルで考えた場合には

東部地域に集中すると思われるが，同様の結果

が中部や西部・東北地域でも観察されたことか

ら，多様な産業を揃えるジェイコブス型の範囲

の経済性を確保しつつ，特定産業が国内で有数

の規模を持つことが，産業の成長につながって

いることが示唆された。

　ただしここで注意が必要なのは，本分析では

省レベルを用いているため，それより下の市・

県レベルで示される結果とは異なる可能性があ

る点と，回帰分析の結果は資本労働比率の結果

と同様にあくまでも平均的な効果を示す点であ

る。実際には沿海部の労働集約的産業の産業集

積の中でも，成長している事例と低迷している

事例が存在する。東部地域の推計結果から得ら

れた平均的な傾向をベースラインとしつつも，

今後成長を維持する集積と衰退する集積の間の

異質性にも目を向けた分析を加えることで国内

での産業立地の変化について理解が深まる可能

性がある。　

（３）ケーススタディからの示唆

　そこで以下では今後の更なる研究のために検

討が必要だと思われる点を整理する。

①　省内移転

　第一に，省レベルの分析では抜け落ちる重要

な点として，省内や東部地域内での産業移転が

挙げられる。省内移転で有名な例は江蘇省南部

から江蘇省北部への移転と広東省の省内での移

転である。広東省を例にとると，省政府が「民



中国沿海部の産業移転動向
――「国内版雁行形態」の実証分析――

６３

工荒」の直後の２００５年から，省内移転政策を進

めてきた（表７）。その目玉となるのは２００５年

から開始された「産業移転園区」の設置で，政

府が園区のインフラを整備し，移転企業に税制

・管理面での優遇政策をとることでデルタの中

心部からの省内企業移転を促進する狙いがあっ

た２４。

　広東省経済貿易委員会の「産業転移区域布局

指導意見」では，省東部には紡織・アパレル，

電子工芸品，靴，玩具，陶器，石油化学，皮革，

ステンレスに関する製造業を，省西部には家電，

金属及びステンレス加工（ハサミなど），石油化

学工業，鉄鋼，紡織関係を，省北部には冶金関

連，機械，自動車部品，時計，建材，玩具，家

具，食品加工といった産業を重点的に誘致する

としている。これは各地域の天然資源や既存産

業集積との関連を念頭に置いていると考えられ

るが，現実には多くの産業移転園区が電子関連

産業を主要誘致産業の一つと位置付けており

（表８），必ずしも省政府の計画通りに進んで

いるとは言えそうもない２５。

　省内産業移転をデータで確認するため，『広

２４　この産業移転園区は，デルタと非デルタの地
方政府が協力して，特定の産業を主な対象とし
ている。園区への入居企業の法人税収入が２つ
の提携市で分けられるという税制上のインセン
ティブが存在しており，これによって送り出し
側の市は仮に全面的に企業が移転した場合にも
損失を補てんできる仕組みとなっている（池辺，

───────────

表７　広東省における産業移転関連の政策・計画リスト

概要政策名称発表単位公布日付

山間地域のインフラ整備と農工業の発展
促進

関於加快山区発展的決定
中共広東省委
広東省人民政府

２００２年
９月２７日

省内産業移転の重要性及び「産業転移園
区」の設置

関於我省山区及東西両翼与珠江
三角洲聯手推進産業転移的意見

（試行）
広東省人民政府

２００５年
３月７日

省内における産業移転と労働力移転の重
要性（「双転移」と呼ばれる），目標の設定，
移転の原則，政策措置の提示

関於推進産業転移和
労働力転移的決定

中共広東省委
広東省人民政府

２００８年
５月２４日

移転が禁止されている産業・企業の登記禁
止を明記，移転後も既存企業名やブラン
ド商標を維持できる方策を提示，移転時
の事務手続きの優遇措置等

貫徹落実省委省政府関於推進産
業転移和労働力転移的決定的実

施意見

広東省
工商行政管理局

２００８年
６月１７日

移転を奨励する産業と禁止する産業の指
定，東・西・北に移転が奨励される産業の
明記，個別産業移転工業園区の主導産業
の設定

広東省産業転移区域布局指導意
見

広東省
経済貿易委員会

２００８年
６月２３日

地級市政府と産業移転工業園区に対する
評価制度を設定

広東省産業転移和労働力転移目
標責任考核評価試行弁法

広東省
経済貿易委員会

２００８年
６月２４日

産業移転の意義・原則・目標の確認，省内
産業分布の「一核，三圏，五軸，五塊」戦
略を提示

広東省産業転移
区域布局総体規劃

広東省
社会科学院

２００９年

（出所）現地報道より筆者作成。この他に省政府２００９年６月「関於抓好産業転移園建設加快産業転移歩伐
的意見」があるが筆者未見。

２００８）。なお，２０１０年の上半期までに，省内の産
業移転園区で１８５０の投資プロジェクトが契約さ
れ，総投資額は３７００億元，このうち１２００億元が
投資済みとなっている（『南方日報』２０１０年９
月２１日記事「広東産業転移園区内外企出口征退
税差将可享優惠」）。

２５　広東省産業集積政策関連部門によれば省内産

───────────
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東省統計年鑑』を用いて市レベルでの産出額

シェアの変化を見てみると，産業によって傾向

が大きく異なる。例えば文化教育スポーツ用品

製造業では，珠江デルタの中核地域６市（深�，

東莞，広州，珠海，中山，佛山）のシェアは低

下しており，その代わりに省東部の汕頭市の

シェアが大きく高まっており，デルタ外への移

転が見られる（図５）。同産業の場合，中分類で

は産出額の６割を玩具産業が占めており，東部

の新興玩具産地である澄海がその震源地の一つ

であると思われる２６。一方，工芸品その他製造

業ではデルタ中核６市のシェアは高止まりして

いるが，その中でも深�が大きくそのシェアを

伸ばしている（図６）。つまり，全国レベルとし

ては，一般に産業は拡散傾向にあるかもしれな

いが，少数の産業集積は労働集約的な産業でさ

え依然としてデルタ地域でその集積力を保って

いる。文化教育スポーツ用品製造業と工芸品そ

の他製造業では，広東省はこの期間中に全国

シェアを拡大させており，その震源地は市レベ

ル以下の産業集積にあったと見ることができる。

───────────
２６　２０１０年の広東省文化教育スポーツ用品製造業
産出額１０８１億元のうち，玩具産業が６６７億円を
占める（China Data Centre データより）。澄海
工商行政管理局の副局長の説明によれば，２００８
年以降の金融危機後に東莞の玩具産業が大きな
ダメージを受け受注を減らした一方で，澄海に
発注が流れ，これが澄海産地のさらなる発展を
もたらした。東莞は電子産業も含む生産地であ
り，玩具工場が工場建屋を借り，経営者も外地
人で成り立っている一方で，澄海はより玩具に
特化し，工場は自社所有の工場で，経営者も地
元出身者という違いがある（２０１１年８月７日，
澄海区工商行政管理局にて行った聞き取りよ
り）。

───────────
業移転政策については広東省政府内でも評価が
分かれており，特に労働集約的産業を淘汰移転
させた後に新しい産業を誘致或いは育成するこ
とが難しいことが認識されている。そのため，
現時点で存在する既存産業をグレードアップさ
せる方向での政策が有力な選択肢となっている
（２０１２年７月，広州で行った聞き取りより）。

表８　広東省の主要産業移転園区のリスト

主要誘致産業
所在
区域

工業園区名称

電子情報関連，電気山区深�塩田（梅州）園区
自動車，金属機械山区東莞石碣（興寧）園区
電子通信，機械・金型山区中山（河源）園区
時計，電子通信設備山区深�福田（和平）園区
電子，精密機械装置山区東莞石竜（始興）園区
機械，家具山区東莞東坑（楽昌）園区
電子情報関連，機械製造山区中山三角（ 江）園区
家具，金属製品山区中山大涌（懐集）園区
ライター，家具山区順徳竜江（徳慶）園区

軽工業機械，電子通信山区
佛山順徳
（雲浮新興新成）園区

機械製造，家具山区佛山褝城（雲城都楊）園区
靴，家電山区東莞鳳崗（惠東）園区
アパレル，家具山区東莞橋頭（竜門金山）園区
機械，医薬山区佛山（清遠）園区
機械，新材料東翼深�南山（潮州）園区
電子情報関連，バイオ東翼東莞大朗（海富）園区
小型家電西翼佛山順徳（廉江）園区
電子，玩具西翼深�竜崗（呉川）園区
紡織，農林産品加工西翼東莞大朗（信宜）園区
電子楽器，紡織アパレル西翼広州白雲江高（電白）園区
紡織アパレル，食品医薬西翼中山火炬（陽西）園区
電子情報関連，日用家電西翼中山石岐（陽江）園区
金属機械，家電西翼佛山褝城（陽東万象）園区
電子楽器，アパレル西翼東莞長安（陽春）園区

（注）名称のはじめに記載された地域が産業の移
出元で，括弧内が移出先を示している。２０１１
年１２月時点で３６か所まで増加しているがこ
こでは２００８年６月時点で選定されていた２４
か所のみを示した。

（出所）広東省経済貿易委員会「広東省産業転移区
域布局指導意見」より作成。

図５　広東省市レベル産出額シェアの変化
（文化教育スポーツ用品製造業）

（出所）『広東省統計年鑑』各年版より。
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②　産業集積の構造との関係

　更に検討が必要な点は，産業移転と既存産業

集積の構造との関係である。一般に労働集約的

産業がより要素価格の安く，一定の産業基盤の

ある中部に移転する傾向があることと，東部に

構築されてきた産業集積の持続的発展は必ずし

も矛盾しない可能性がある。その第一の可能性

は，東部における既存産業のグレードアップで

ある。東部地域の産業集積は現在イノベーショ

ンや研究開発を重視する傾向にあり，中西部地

域での新興産地とは同一産業でも若干異なる性

質の産地となる可能性がある。第二の可能性は，

中国の軽工業分野の産業集積はプラットフォー

ムタイプ集積構造をもつものが少なくなく，東

部地域の産業集積を情報・販路・開発の基点と

してより労働集約的な工程が中国中西部で担わ

れる，国内フラグメンテーションが集積を伴っ

た形で進展する可能性である２７。

　例えば浙江省義烏市の雑貨商工業集積の事例

では，生産地が浙江省だけでなく，遠隔地の農

村家内工業まで含めた形で動員されていること

が明らかになっている（伊藤，２０１０）。一方で広

東省中山市古鎮鎮の照明器具産地の事例でも遠

隔地からの部品流通が確認されているが，同時

に中小企業とっては産業集積から遠く離れたと

ころに単独で立地することは非常に難しいこと

も確認されている（伊藤，２０１２）。実際に特定産

業内の労働集約的工程が省を越えて中西部地域

で担われ，東部の産業集積が中核拠点としての

機能を強化する可能性はあるが，そのハードル

は決して低くは無い。沿海地区の産業集積がグ

レードアップを実現するのか，国内でのフラグ

メンテーションは進展するのか，或いは沿海部

の集積が大きく衰退するのか，その際に新興産

地は中国国内に形成されるのか，或いは他の新

興国に形成されるのか，これらの点を明らかに

することで中国における地域経済の持続的成長

の可能性とグローバルな貿易パターンの変化に

も接近できるであろう２８。

③　台湾系 EMS の動向

　また，中国国内での産業移転を考えるうえで

は EMS の大規模な移転と中西部地域での電子

機器産業集積の形成をどう評価するかも重要な

論点となる２９。例えば Foxconn の場合，２０１０年

前後から大規模な内陸移転を開始しており，

２０１２年に販売された i-Phone5 の一部は河南省

鄭州市工場で組み立てられたものであった。河

南省税関によると，２０１２年の第１四半期の河南

省輸出入総額は前年同期比から倍増し，このう

ち Foxconn や傘下企業の貿易額が省全体の

５０．６％を占めており３０，アパレル・雑貨産業より

もむしろ電子機器産業において中西部の生産

シェアが伸びる可能性もある３１。EMS の場合，

２７　Ding（２０１２），林（２００９），伊藤（２０１０）等を
参照。

───────────

２８　周・高（２０１１）は中部地域における新興産地
形成に沿海部で経験を積んだ現地出身の企業家
が重要な役割な役割を果たす興味深い事例を報
告している。

２９　EMS の中西部展開については例えば『経済
観察報』２０１２年８月１３日記事「台商西進」参照。

３０　同社の２００９年以降の主な新工場展開事例をみ
ると，２００９年第４四半期に重慶市にノートパソ
コン工場を立ち上げ，２０１０年７月に四川省成都
に HP・ソニー・アップル向けの製品工場を，
河南省鄭州市に国内市場向け製品の工場建設を
決めた。また２０１１年にも重慶市にタブレット 
PC 工場，四川省成都市に携帯電話工場，広西
省南寧市に携帯電話と通信ネットワーク機器工
場の建設を決めている（EMSOne 記事より）。

───────────

図６　広東省市レベル産出額シェアの変化
（工芸品・その他製造業）

（出所）『広東省統計年鑑』各年版より。
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電子機器産業とは言っても，スマイルカーブ説

に見られるように，特に労働集約的な組立工程

を担っており，更に巨大企業であるために移転

コストを負担できるという条件が指摘できるだ

ろう。この EMS の事例は，中国大陸における

産業立地の変化を産業レベルではなく，企業・

工程レベルで評価するアプローチも必要となっ

ていることを示唆している。

６．結論

　本稿では中国国内における産業立地の変化要

因を検討してきた。その結果，２００４年から２０１０

年まで中国国内での生産額の地域シェアの変化

は地域産業の相対的資本労働比率と相対的賃金

比率の影響を受けており，「国内版雁行形態」

の傾向がおおむね確認された。特に中部地域で

は労働集約的産業の方が成長する傾向が確認さ

れた。同時期には一般に東部地域の成長が低く

なることが示され，産業が東部から分散する傾

向が確認されたものの，同時に絶対的な規模で

測った集積度は産業成長にプラスの効果を持つ

ことも確認された。「ルイスの転換点」に関わ

る環境変化のもとで，賃金や資本労働比率と

いった分散力が広範に見られると同時に，産業

集積の効果も一部観察されたことは興味深い。

中国の産業立地の変化について更に理解を深め

るためには分散力と集積力，そしてその他の要

因を含めて多面的にアプローチしなければなら

ないことが示された３２。

　第五節のケーススタディでも明らかなように，

HO モデル・雁行形態論が想定する比較優位の

変化に伴う産業の分散力と既存産業集積におけ

る集積力，この両者のメカニズムの働き方は個

別の地域や産業ごとに異なるようである。労働

供給の面では馬（２０１２）で地域ごとに余剰労働

力の状況が異なることが指摘されており，産業

の側においても，産業の移転，集積の発展と衰

退，新興産地の形成，フラグメンテーションな

どが，産業ごと・地域ごと・集積ごとに異なる

展開を見せつつある。今後も産業の移転，集積

の高度化と衰退が並走する錯綜した展開が予想

される。図１で示したようなきわめてシンプル

な「国内版雁行形態」論は，魅力的であり，ま

た現状の一側面をとらえているが，産業集積の

存在やその異質性，歴史的経路依存性を視野に

入れておらず，２０１０年代の中国産業の立地変化

を総合的に理解する際には適切なフレームとは

言えない。

　最後に「世界の工場」時代以後を展望してお

こう。「世界の工場」時代が終わる可能性が指摘

され，これまで東アジアを雁のように飛んでき

た労働集約的産業は，今後，中国中西部や新興

国への移転や，中国沿海部での再編を伴いなが

ら，産業や製品ごとにその動向が大きく分岐し

てゆく可能性がある。１９５０年代から１９９０年代ま

で step by step，nation by nation に東アジアを

移転してきた労働集約的産業は，２０００年代以降，

中国沿海部で集積の経済性を発揮しつつ，マル

チな方向に広がりつつある３３。近年，ベトナム，

カンボジア，ラオス，ミャンマーといった国々

の産業発展が期待されているが，中国国内での

産業集積と産業移転が一定程度観察される以上，

短期間に中国から国外へと労働集約的産業が全

面的に移転すると考えることは現実的ではない

だろう。その結果，中国が「世界の工場」と

なって以降には，これまで東アジアで見られて

きたような継起的な産業移転・発展のパターン

は一定程度変容せざるを得ず，これに伴って後

───────────
３３　日本経済新聞２０１３年１月１日１面記事「世界
の５割経済圏，沸き起こる中間層　２０５０年に
GDP８倍」は日本が先頭に立ってアジアの成長
を先導する「雁行型」発展は終わったと指摘し
ているが，産業発展の空間的波及という側面が
アジアで観察されなくなったわけではない。

───────────
３１　サムソンがベトナムに進出し，スーマート
フォン・ギャラクシーシリーズを生産すること
で同国の輸出額が大幅に伸びている例もほぼ類
似した現象であろう。

３２　本分析の限界として省レベルでの分析という
地域区分の問題の他に，FDI や国有企業の効果，
そして国内市場効果を計測していない点が挙げ
られ，今後の課題としたい。
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発国のモノづくりベースのキャッチアップ型工

業化のパターンも変化せざるをえないとも考え

られる。国際生産ネットワークの伸長と地域統

合の深化，そして後発国の登場を含め，２０１０年

代以降の中国を「ポスト世界の工場時代」と捉

えるか，それとも「続・世界の工場時代」と捉

えるかは，今後の中国経済のみならずアジア経

済を考えるうえで議論が必要な論点となるかも

しれない。
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補表　地域別推計（省ダミー込）
[９][８][７][６][５][４][３][２][１]

西部・東北通期中部東部

後期前期通期後期前期通期後期前期通期

－０．０１３４－０．０７１７－０．０３３４－０．０３－０．０６７２－０．０１５６－０．０９８６－０．０３９８－０．０６７５
ln（相対的賃金比率）

[０．０２３６][０．０２６４]＊＊＊[０．０１７２]＊[０．０２７１][０．０３３３]＊＊[０．０２２３][０．０２０９]＊＊＊[０．０２０８]＊[０．０１４４]＊＊＊

０．００８４－０．００１０．００２４－０．０２７－０．０１２４－０．０２０７０．００６１０．０１４２０．０１０５
ln（相対的資本労働比率）

[０．０１０８][０．０１０９][０．００７７][０．００９１]＊＊＊[０．００９１][０．００６９]＊＊＊[０．００５２][０．００５０]＊＊＊[０．００３７]＊＊＊

０．０１２８０．０１３７０．０１２６０．０１５６０．００４６０．０１２５０．００１０．００８１０．００５３
ln（雇用全国シェア）

[０．００７２]＊[０．００７３]＊[０．００５１]＊＊[０．００５９]＊＊＊[０．００７０][０．００４９]＊＊＊[０．００４８][０．００４４]＊[０．００３３]

－０．０３３５－０．００５８－０．０１９７－０．０４７１－０．００７１－０．０２８９０．００３４０．０１２１０．００５４
ln（地域産業特化係数）

[０．００８９]＊＊＊[０．００９０][０．００６４]＊＊＊[０．００９３]＊＊＊[０．０１０３][０．００７３]＊＊＊[０．００７７][０．００７４][０．００５４]

０．０３０４－０．０２６２０．１１７３－０．３３３０．１４３９－０．１７８６－０．０５８０．０１３５－０．０５３７
ln（ハーフィンダール指数）

[０．０９１２][０．０９４７][０．０４９５]＊＊[０．１３８９]＊＊[０．１０８１][０．０７０８]＊＊[０．０９０６][０．０８００][０．０４１３]

０．１３１７０．１７５４０．１５８８０．０３４７０．１２５３０．０７１８－０．０３７７０．１８６３０．０６７
ln（資本装備増加率）

[０．０２１１]＊＊＊[０．０２２８]＊＊＊[０．０１５８]＊＊＊[０．０２０６]＊[０．０３１３]＊＊＊[０．０１７８]＊＊＊[０．０２７２][０．０２９７]＊＊＊[０．０２０２]＊＊＊

－０．０５２４－０．０４０３－０．０４９８－０．０６０９－０．０５５３－０．０５６５－０．０２２９－０．０４９７－０．０３２１
ln（相対的企業規模）

[０．０１２４]＊＊＊[０．０１３３]＊＊＊[０．００８８]＊＊＊[０．０１７０]＊＊＊[０．０１８２]＊＊＊[０．０１２９]＊＊＊[０．０１４９][０．０１３４]＊＊＊[０．０１００]＊＊＊

０．０７８８０．０２４２０．０５１９０．０４７１０．０３０２０．０２５７０．０４４３０．００１５０．０２４
ln（相対的利潤率）

[０．０１９４]＊＊＊[０．０１６６][０．０１２０]＊＊＊[０．０２０９]＊＊[０．０２０８][０．０１５３]＊[０．０１９８]＊＊[０．０１６３][０．０１２６]＊

YesYesYesYesYesYesYesYesYes年ダミー

YesYesYesYesYesYesYesYesYes省ダミー

０．１６８７－０．０４８０．２６９３－０．５８０３０．４７１－０．２３７７－０．１３８７０．０４６８－０．０９１９定数項

[０．１５６３][０．２５５７][０．０９３５]＊＊＊[０．３３２９]＊[０．２７２８]＊[０．１７３１][０．１５６６][０．２２６６][０．０７４４]

０．１３４７０．１５８４０．１５３０．３６９３０．２３４５０．２３９０．１６４６０．２３３０．１６２７調整済み決定係数

１０５４１０４０２０９４４９１４９２９８３８０８８１０１６１８観測数

（注）表６に同じ。
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　This paper examines the determinants of industrial relocation in China by using province- and 

city-level data from 2004 to 2010, which some scholars call the “post-Lewisian turning point.” We 

particularly focus on the significant gap of economic development in China, especially in regard to 

industrial agglomeration and dispersion. The results show that the capital-labor ratio is positively 

related to industrial growth in coastal areas but negatively related in central regions. However, 

although agglomeration economies have been weak, the absolute scale of local industry includes a 

positive effect. In sum, both dispersion and agglomeration forces are observed, suggesting the 

existence of multi-force dynamics of spatial relocation in China.


